
■平成２６年度施策・事業評価の実施について 

１ 概 要 

○清須市第１次総合計画［改訂版］では、行政評価を活用し、その結果

により各施策・事業の適切な進捗管理（ＰＤＣＡサイクルの確立）を

行っていくこととしている。 

○清須市第２次行政改革大綱・集中改革プランにおいても、より効率的

に経営資源を配分する仕組みとして機能するよう行政評価を活用し、

可能な限り目標値を設定して進捗管理を図っていくこととしている。 

併せて、有識者の所見を記載するなど、外部からの視点を評価に反映

させることとしている。 

 

２ これまでの実施内容 

期 間 対 象 内 容 

平成 21

～23 年

度まで 

予算｢主要施策の概要｣ 

に掲載で、予算額1,000 

万円超の施策・事業 

（対象：平均50.6施策・事業） 

【内部評価のみ実施】 

・所管課で内部評価を実施、公表 

平成 24 

年度 

同 上 

 

（対象：55施策・事業） 

【外部評価の実施】 

・所管課で内部評価を実施 

・行政改革推進委員会委員２名を外部評価者

として、対象事業を抽出した上で所管課ヒ

アリングによる意見聴取を実施、公表 

平成 25 

年度 

清 須 市 第 １ 次 総 合 計

画掲載の全施策・事務

事業 

 

(対象：264 施策・事業) 

【外部からの意見聴取(外部評価)の実施】 

・所管課で内部評価を実施 

・行政改革推進委員会委員全員を外部からの

意見聴取者として、対象事業を抽出した上

で所管課ヒアリングによる意見聴取を実

施、公表 

 

３ 今年度の進め方 

今年度も引き続き、試行的に実施することとし、これまでの実施内

容と合わせて、本市にとって最適な行政評価のあり方を検討していく。 
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○内部評価の実施（以下のシート例参照） 

  施策・事業評価シートを用いて、所管課による内部評価を実施 

○外部からの意見の聴取（外部評価） 
   内部評価対象の全施策・事業について、本市行政改革推進委員会

委員を外部からの意見聴取者として、書面による意見聴取を実施 

 

【参考】平成２６年度施策・事業評価シート例 
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資料２

▼指標・目標等の留意点 

・施策・事務事業の目的・定義との整合性

・事後検証の可能性 

▼今後の方向性による分析 

・指標・目標等の達成状況での説明責任 

・事業の改善・改革の可能性を確認 


